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その 6 本算出法を用いた外構の被害金額の算出に関するケーススタディ 
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Abstract: This study conducted calculation of damage cost with this calculation method and comparing damage cost to cost of 
liquefaction countermeasure. In consequence, this study showed the usefulness of calculation method and estimated damage cost. 
 
1. はじめに 

 前報その 5 では液状化の程度の予測値に基づいた各

分類における液状化による外構の被害金額の確率分布

モデルを示した。本報では各確率分布を用いた算出法

を提案する．さらに，本算出法を用いたケーススタデ

ィを行うとともにその有用性を示す． 

 

2. 液状化による外構の被害金額の算出法 

本算出法は，任意の地震により液状化が生じた際の

外構の予想される損失として任意の非超過確率におけ

る被害金額の算出を行う事を目的にしている．本算出

法のフローチャートを Fig.1 に示す．本報では文献 1)
を参考に，地震動強さを特定した場合(PML2)を想定し 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て外構の被害金額を算出する．現行の液状化判定法 2)

では地震の規模をマグニチュード 7.5 とし，損傷限界

検討用(再現期間:50 年程度)として最大地表面加速度

αmax=200gal，終局限界検討用(再現期間：500 年程度)

としてαmax=350galを設定して液状化判定を行う事が推

奨されている 2)．一方，PML2 の定義として，地震動の

再現期間が 500 年程度とされており 1)，本算出手法に

おける PML2 の評価には終局限界検討用の αmaxを用い

て液状化判定を行う． 

 

3. 本算出法を用いたケーススタディ 

3.1 対象事例と液状化判定の結果 

 対象地盤は比較的緩い埋立地であり，対象施設は教

育施設とした．Fig.2 に液状化対策工が行われる前後の

地盤条件として，施工範囲である深度 0～10m におけ

る地盤構成および N値の深度分布と液状化判定から得

られた液状化安全率 FLの深度分布 3)を示す．なお， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1：日大理工・院・建築 2：日大理工・教員・建築 3：工学院大学・教授 4：日大理工・院・建築 5：(株)アルテス  

6：日大理工・学部・建築 

Fig.2 Depth distribution of ground conditions before and 
after liquefaction countermeasure and FL value3) 
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Fig.1 Caluculation flow of damage cost of the exterior 
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この事例では液状化対策工として一般的に普及してい

るサンドコンパクションパイル工法(SCP 工法)を採用

している．Tab.1に設計概要3)および概算工費4)を示す．

また，Tab.2 に一般的な液状化対策工に対する要求性能
5)を，Tab.3 には液状化対策工の施工前後における地表

面動的水平変位 Dcy と液状化指数 PL 値を示す．Tab.3
より液状化対策前では，Dcy および PL 値ともに液状化

程度としては分類 2 に相当していることが分かる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 外構の被害金額の算出結果 

 2 章で示した算出フローを基に，終局限界時におけ

る中央値および 90%非超過確率(以下，90%値と略称)

の被害金額を算出し，算出結果を Tab.4 に示す．図表

より，Dcyから分類した場合の被害金額は中央値におい

ては対数正規分布よりもガンマ分布モデルの方が高く，

90%値においては対数正規分布の方が液状化による被

害金額としては高く見積もられることが分かる．また，

PL 値から分類した場合の被害金額は，中央値，90%値

共に Dcyの場合と同様の傾向が見られた．さらに，Dcy，

PL値から分類した場合の被害金額を比較すると，PL値

から分類した場合の被害金額の方が高く見積もられる

結果が得られた．Tab.1 を基に液状化対策工の工費を算

出すると 1～2 万円/m2程度であり，Dcy，PL値から分類

した場合の被害金額と比較すると，対数正規分布の場

合，両者共に中央値は液状化対策工の工費より外構の

被害金額の方が低く見積もられ，90%値は液状化対策

工の工費よりも外構の被害金額の方が高く見積もれる

ことが分かる．一方，ガンマ分布の場合，両者共に中

央値，90%値は外構の被害金額よりも液状化対策工の

工費の方が高く見積もられることが分かる．この結果

を基に，液状化対策工に要する費用の低減を目的に

Tab.1 に示した液状化対策工の設計仕様を Table2 に示

した液状化対策工に対する要求性能を満たすように変

更する場合を考える．例として砂杭の杭長を 8m に変

更した場合，液状化判定による分類は杭長が 10m の場

合と変わらない．一方，液状化対策工の工費は 8000 円

～16000 円/m2 程度となり，Dcy により液状化程度を推

定した場合の対数正規分布の 90%値における外構の被

害金額より下回ることになる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. おわりに 

 既往の液状化判定法を用いた液状化による外構の被

害金額の算出フローを示すと共にケーススタディを行

った．さらに，大地震を想定した際の中央値および 90%
値における外構の被害金額と一般的に用いられている

液状化対策工の工費との比較を行い，本論文で示した

液状化による外構の被害金額の算出法の有用性を示し

た． 
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中央値 2000(円/m2)程度 900(円/m2)程度

90%値 22000(円/m2)程度 24000(円/m2)程度

中央値 4100(円/m2)程度 3200(円/m2)程度

90%値 13000(円/m2)程度 13000(円/m2)程度

Dcyにより分類した場合の

被害金額

PL値により分類した場合の

被害金額

ガ

ン

マ

分

布

対
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正

規

分

布

Tab.4 Damage cost of median and 90% non-exceedence 
 in ulitimate limit state 

損傷限界時 終局限界時 損傷限界時 終局限界時
地盤改良前 10.0 14.4 7.2 20.4
地盤改良後 0.0 1.7 0.0 2.5

Dcy(cm) PL値

Tab.3 Dcy and PL in before and after  
liquefaction countermeasure 

砂杭の径 800mm
砂杭のピッチ・配置・改良率 2.0m・正方形配置・12.5%

砂杭の長さ・改良深さ 10m

概算工費 1000～2000円/m3

Tab.1 Design specification and approximate 
calculation cost of SCP construction method4) 

液状化対策工に対する要求性能 
①地表面加速度 200gal（中地震）に対してすべての地点で液状

化安全率 FL≧1.0を満足すること 

②地表面加速度 350gal（大地震）に対して平均液状化安全率

FL≧1.0かつ地表面動的変位 Dcy≦5.0cmであること 
 

Tab.2 Required performance for  
liquefaction countermeasure5) 
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